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　共同研究「第2次大戦後の日英の経営発展の比較史的研究」では、安部悦生が主としてイギリ
スを担当し、佐々木聡が日本を担当するという分業関係を想定している。
　安部は、昨年度は主にイギリスにおけるコーポレート・ガヴァナンスや流通企業の歴史を調査
した。またイギリスの兵器企業であったヴィッカーズとアームストロングの戦略、組織、ファイ
ナンスについての研究と論文執筆を進めた。安部は、ヴィッカーズとアームストロングを比較研
究し、ヴィッカーズが1920年代に、早期に本業（兵器産業）への回帰を行い、また組織の再編成
を行い、1925年に減資という犠牲は払ったものの、それ以後、同社を再編軌道に乗せることに成
功したこと、逆にアームストロングはカナダへの製紙・電力事業への投資が大失敗し、また組織
の再編でも遅れを取り、1927年にはライバルであったヴィッカーズに吸収合併される憂き目に会
ったことを、一次資料に基づきながら実証した。ヴィッカーズは第二次大戦後も、多角化戦略を
再び行い、また事業部制を採用するなど、近代化への道を模索したが、1999年にはロールズ・ロ
イスに合併された。
　コーポレー．ト・ガヴァナンス関係では、日英の分析だけでは研究は完結しないので、アメリカ
も含めた英米日の研究を進めている。イギリスのコーポレート・ガヴァナンスに関しては、セイ
ンズベリー委員会報告書、グリーンベリー委員会報告書、ハンキー委員会報告書の3点が出版さ
れており、比較的多くの研究書もある。土屋守章・岡本久吉『コーポレート・ガバナンス論』な
どの著作を参照した。また流通業関係では、アメリカのテドロー著『マス・マーケティング史』
を読み進めながら、チェインストア、スーパーマーケット、ハイパーマーケット（ディスカウン
トストア）の日英における相違を分析している。また、John　Benson，　Gareth　Shaw、C．　Morelli，　Scott
Fletcher，　Andrew　Godley，　Louise　Curthなどの研究者の文献があり、そうした文献のサーベイ
を行った。
　佐々木は、日本流通業の歴史についての研究を進め、「日用品（歯磨・石鹸・洗剤・化粧品）の
製造・販売にみる『顧客志向』の展開」と題し、2004年の経営史学会全国大会で報告した。その
要旨は、歯磨・石鹸・洗剤・化粧品などの日用品は、主として明治初期に舶来品として日本にも
たらされ、その代替国産化が図られた商品であった。輸入代替・国産化品にみる「顧客志向」の
局面を、①メーカー・サイドと顧客サイドとの作用・反作用の関係とその密度から、②市場調査
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と製品開発へのフィードバック局面、③商品の使用促進運動を通じた文化水準向上の局面、④流
通過程の統合化による顧客獲得努力の局面に分けて分析した。最後の卸売・小売業の統合努力と
「顧客志向」では、卸売過程への統合政策が、戦前から戦後にかけて推進されたことを指摘した。
化粧品関係では、資生堂が1927年から、中山太陽堂が1928年から、それぞれ各地の卸売店の協
力を得ながら販売会社を設立していった。
　石鹸・洗剤関係では、戦後の1963年以降、花王が福岡をはじめとして全国に販売会社を設立し
ていった。ライオン油脂では、花王の販社政策と外資の参入およびスーパーという大型小売業態
の普及に対応して、同社の「3強政策」の一環として「ライオン油脂部」戦略を展開していった。
これは、100％ライオン社経営の販社に代わって既存の卸店（主要代理店）のなかにライオン製品
を専門に扱う独立的な部署を設置・常駐させるという戦略であった。またライオン油脂では、ス
ーパー進出への対応策として小売店への支援と指導も展開した。1966年から70年にかけての販
売戦略コストの費目別推移からみても、流通戦略の重点が次第に卸売段階から小売段階へと移っ
てゆくことが確認される。こうした前方統合的戦略は、不安定要因を排除してメーカーの価格戦
略を浸透させるとともに、流通システムのなかに顧客情報の吸収システムを制度化する戦略であ
った。
　安部・佐々木、両者の研究をどのようにリエゾンさせていくかは今後の課題であるが、ひとつ
の考え方としては、流通を中心とした日英比較もありうるであろう。
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